
（表面） 

様式第１号（第５条関係） 

青森市議会後援等の名義使用承認申請書 

 

   年   月   日 提出 

 

 青森市議会議長 

              住  所 

              団体等名 

              職 氏 名          ○印 

              連絡先（担当者氏名・電話番号） 

 

後援等の名義使用について、下記のとおり申請します。 

※前年度申請 □有 承認番号 青市  第   号 

       □無 

 

事 業 等 

事 業 等 の 名 称  

目 的 ・ 趣 旨 等 

 

 

 

 

旅行 

主催団体名・代表者  

開 催 期 日      年   月   日 ～      年   月   日 

開 催 場 所  

対象者・参加人数  

名 義 使用 の用 途 □ちらし  □プログラム  □ポスター  その他（            ） 

その他の後援団体 

□青森県  □青森県教育委員会 □青森市 

□青森市教育委員会（依頼課：        課） 

□その他（                              ） 

申請の種類 

□後援等名義使用 □後援青森市議会  

□議長賞  賞状押印   枚 

添 付 書 類 

□規約、所在、会員名簿等主催する団体等の概要が明らかとなる書類 

□事業計画書、実施要項、プログラム案、ポスター案等事業目的及び事業内容が明らかとなる書類 

□入場料、参加料、協賛金等を徴収する場合は、収支予算書及び前回の収支決算書 

□前回の開催状況がわかる書類 
※ 事業内容がわかるものを必ず添付してください。 

 

（裏面に続く） 

 



（裏面） 

 

（第４条関係）承認の基準に関する説明等 

１．次の各号のいずれかに該当すると認められる事業等については、後援等の名義使用を承認しないので、該当しな

いことを確認してください。確認後は 欄にレを御記入してください。 

 

（１）営利を目的とする。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（２）宗教活動又は宗教的活動である。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（３）政治活動又は政治的活動である。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（４）特定のものの利益につながる。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（５）思想・主義が片寄っている。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（６）法令若しくは公序良俗に反する。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（７）商業宣伝を主たる目的とする。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（８）主催する団体等の構成員の親睦を目的とする。・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

（９）主催する団体等への加入や金品の寄附等を強制する。・・・・・・・・・・  該当しない 

（10）主催する団体等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

又は同法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

である。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係がある。・・・・・  該当しない 

その他事業等の実施によって暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に 

資することとなる。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  該当しない 

 

２．次の各項目について、後援等の名義使用を承認する判断の参考とするので、該当理由、その他の欄に御記入して

ください。記載欄に全て記入できない場合などは、必要に応じて別紙を用いてください。 

 

項目 該当理由 

（１）事業等の内容が、市が推進する事務又は事業に関連

するもので、公共の福祉に寄与する事業等である。 

 

（２）原則として、広く市民を対象とし、青森市で開催さ

れる事業等である。 

 

（３）所在が明確であり、事業等の遂行能力が十分である

と認められる団体等が実施する事業等である。 

 

（４）事業等の開催場所が、公衆衛生、安全管理、災害防

止に関する措置が講じられている事業等である。 

 

（５）現金収入を目的とした事業等にあっては、その事業

等における利益を公益性を有する事業を実施する

者（地方公共団体を除く。）へ寄附又は寄贈する事

業等である。 

 

（６）参加者から入場料その他費用を徴収する場合は、徴

収の目的及びその使用用途が適正かつ明確な事業

等である。 

 

その他（該当しない項目がある場合の特記事項） 


